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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

  

第一部 【企業情報】

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 1,891,622 2,586,144 3,637,410 4,667,961 6,075,847

経常利益 (千円) 158,548 172,552 270,239 295,971 255,401

当期純利益 (千円) 28,837 93,655 110,780 156,227 133,382

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) 23,068 ― ― ― ―

資本金 (千円) 20,000 20,500 90,438 202,188 1,369,607

発行済株式総数 (株) 400 1,640 2,696 14,580 34,343.71

純資産額 (千円) 228,497 361,431 596,038 1,021,538 1,914,596

総資産額 (千円) 732,007 1,052,655 1,153,325 1,688,182 3,717,386

１株当たり純資産額 (円) 571,243.64 220,385.11 221,082.56 70,064.35 55,749.24

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

25,000

(―)

旧株 12,000
新株 7,000

(―)

旧株 4,200
新株   12

(―)

1,300

(―)

―

(―)

１株当たり 
当期純利益金額

(円) 81,976.11 53,991.69 61,340.68 11,180.50 4,427.49

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― 9,681.62 4,068.16

自己資本比率 (％) 31.2 34.3 51.7 60.5 51.5

自己資本利益率 (％) 13.4 31.8 23.1 19.3 9.1

株価収益率 (倍) ― ― ― 20.4 84.7

配当性向 (％) 34.7 20.8 10.0 11.6 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 118,254 196,657 196,125 13,285

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △36,475 94,774 53,244 △1,465,755

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 19,624 △140,321 264,442 2,054,860

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ― 245,259 406,680 920,494 1,522,884

従業員数 (名) 30 54 84 97 248



(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 第16期以降の持分法を適用した場合の投資利益については、持分法適用会社としていた株式会社ピーアンド

ピー（大阪）と平成14年９月１日にて合併したため、記載しておりません。 

４ 第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、ストックオプション制度の導入に伴う新株予約

権残高がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握でき

ませんので記載しておりません。 

５ 第16期及び第17期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、ストックオプション制度の導入

に伴う新株予約権がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価

が把握できませんので記載しておりません。 

６ 第17期までの株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均

株価が把握できませんので記載しておりません。 

７ 第16期の１株当たり配当額について、新株は平成14年９月１日にて株式会社ピーアンドピー（大阪）との合

併に伴う40株の増資によるものであります。 

８ 第17期の１株当たり配当額について、新株は平成16年３月31日にて株式会社パートナーズ・ジャパンとの合

併に伴う56株の増資によるものであります。 

９ 第16期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年

９月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

10 第16期以降の財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、ＡＳＧ監査法人の監査を

受けておりますが、第15期については当該監査を受けておりません。なお、ＡＳＧ監査法人は、平成18年１

月１日付をもって太陽監査法人と合併し、名称を太陽ＡＳＧ監査法人に変更しております。 

11 従業員数は、パートタイマー及び派遣社員は除いております。 

12 当社は平成17年５月20日付で、１株につき２株の割合で株式分割を行っており、平成17年３月31日時点の株

価は、権利落ち後の株価となっております。なお、第18期の株価収益率につきましては、１株当たり当期純

資産等との整合性を図ることから、権利落ち後の株価に分割割合を乗じて算定しております。 

13 第19期の各数値には、株式会社ラスコーポレーションとの合併により同社から平成18年３月１日をもって引

き継いだ事業の同日以降の成績等が含まれております。 

  



２ 【沿革】 

 
  

昭和62年１月 各メーカーの多様化する商品群の販売促進活動を支援することを目的として、東京

都新宿区愛住町に株式会社ピーアンドピーを設立

平成元年３月 派遣事業に対応するため、特定労働者派遣事業の認可を取得

５月 本社を東京都新宿区住吉町に移転

平成４年６月 関西地区に事業拡大のため、大阪府大阪市中央区本町に株式会社ピーアンドピー(大

阪)を設立

平成９年８月 多様な受注に対応するため、東京都目黒区上目黒に有限会社ピーエスピーを設立

平成12年８月 登録スタッフによるタイムリーな人材サービスに対応するため、一般労働者派遣事

業の許可を取得（許可番号 般13-080358）

10月 名古屋地区に事業拡大のため、愛知県名古屋市中区栄に名古屋営業所を開設

平成14年３月 東京地区のきめ細かいフォロー体制作りのため、東京都千代田区佐久間町に秋葉原

営業所を開設

４月 事業拡大により、有限会社ピーエスピーを株式会社フロスに組織・商号変更

９月 関西地区の事業との一体化を図るため、株式会社ピーアンドピー(大阪)と合併し、

大阪支社を開設

平成15年９月 九州地区への事業拡大のため、福岡県福岡市博多区博多駅東の株式会社パートナー

ズ・ジャパンを買収し、52％子会社化

10月 事業分野拡大のため、有料職業紹介事業の許可を取得（許可番号 13-ユ-080535）

平成16年３月 株式会社パートナーズ・ジャパンと合併し、九州支社を開設

５月 東京本社を東京都新宿区新宿三丁目(現住所)に移転

12月 社団法人日本証券業協会に店頭登録銘柄として登録

12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年１月 関東地区の事業基盤強化のため、北関東地区に宇都宮営業所を設立

５月 関東地区の事業基盤強化のため、神奈川地区に横浜営業所を設立

10月 小売・流通業向け総合人材サービス会社である株式会社ラスコーポレーションの株

式を取得し子会社化

平成18年３月 株式会社ラスコーポレーションとの経営効率化および両社のシナジー効果を最大限

発揮させることを目的に合併



３ 【事業の内容】 

当社は、アウトソーシング事業を主な事業として取り組んでおります。 

当社の事業部門は、次のとおりであります。 

  

(1) アウトソーシング事業 

当社のアウトソーシング事業とは、デジタル情報家電、移動体通信機器、健康器具、食品、化粧品等

の製造及び運営事業者並びにその商社系・メーカー系一次代理店から、様々なセールス・プロセス活動

を受託する事業（セールス・プロセス・アウトソーシング（注1））であります。 

当社のクライアントであるメーカー等の事業者が販売活動を行う場合には、量販店など小売店の流通

チャネルを通じて販売いたしますが、その膨大な数の流通チャネルをきめ細かくフォローしていくため

には、自社の人員だけでは必ずしも十分とはいえないため、当社がセールス・プロセス活動を受託し、

クライアントの営業活動をトータルに支援するサービス（ＳＰＯシステム（注2））を提供しておりま

す。 

このことはクライアントの販売活動において重要な役割を担っているものと考えており、セールス・

プロセス活動を担うスタッフ（注3）の教育には特に力を注いでおります。そのため、接客ノウハウを

はじめ、様々な販売スキルや専門的な商品知識、店舗ごとのフィールド研修（販売現場研修）などのス

タッフ教育を行いスタッフのスキルアップに努め、メーカーのマーケティング戦略を支援しておりま

す。 

また、当社のスタッフマネジャー（注4）がクライアントの営業担当者に代わって販売現場を巡回

し、売り場管理や情報の収集、当社スタッフのサポートなどを行って、販売現場とクライアントをつな

ぐ役割も果たしております。 

当社のスタッフ及びスタッフマネジャーが収集した消費者の生の声や売れ筋動向などの販売現場の生

きた情報を、リアルタイムに収集、集計分析した上でクライアントにフィードバックするという情報提

供が、もうひとつの重要なサービス（ＳＰＯシステム（注2））となっております。 

  

(注1) セールス・プロセス・アウトソーシング（ＳＰＯ）とは、メーカー等の営業部隊の一員として、量販店な

ど小売店への営業促進から店頭販売に至るまでセールス・プロセス活動をトータルに支援するアウトソー

シング事業のことであります。 

  

     セールス・プロセスの概念図 

  

 

  

  



(注2) ＳＰＯシステムとは、クライアントの営業活動をトータルに支援するサービスのことでありま

す。 

ＳＰＯシステムの概念図 

  
 

  

① クライアントと共にマーケティング戦略の企画・立案 

② セールススタッフ等が店頭でメーカーのプロモーションに沿って販売戦略を実施 

③ 販売動向など消費者と現場の「生の声」を吸い上げる 

④ 現場から収集した情報をフィードバック 

⑤ 情報を元にマーケティング戦略や売り場を改善していくことで、販促効果をアップ 

  

(注3) スタッフとは、①メーカーの営業部隊の一員として量販店へのセールス活動を行う「セールス

プロモーター」②販売促進活動とともに販売動向を収集する「セールススタッフ」③店頭での

試飲や試食などを実施して商品認知度を高める「デモンストレーター」④店頭ブースなどでマ

イクパフォーマンスを交えながら試供品やチラシ配布を行う「キャンペーンスタッフ」などセ

ールス・プロセス活動を実施する者の総称であります。 

  

(注4) スタッフマネジャーとは、スタッフへＯＪＴなどの研修を通じた事前フォローとスタッフのモ

ラルおよびスキル向上を図るアフターフォローの機能を有する当社社員を指します。 

一方で、クライアントニーズに合わせたセールス・プロセス活動をコントロールしており、ス

タッフから吸い上げた販売現場の情報をクライアントにフィードバックする機能も有しており

ます。 

  

(2) 人材派遣事業 

当社における人材派遣事業は、他の総合人材派遣事業とは異なり、様々な業界に様々な職種の人材を

派遣するということはなく、主として情報家電メーカー数社に特化し、デジタル情報家電商品の販売員

やシステムエンジニアの派遣を中心として、専門的な技能を必要とする職種に対象を絞っております。

特に、人材派遣事業を活用する大口クライアントの中には、販売スタッフ全員を派遣会社で賄う方針

を採用する企業も増え始めており、こうした企業からの販売スタッフ派遣のニーズは益々拡大しており

ます。また、当社の九州支社では、ソフトウェア事業のクライアントにシステムエンジニアを派遣して

おります。 

  



４ 【関係会社の状況】 

その他の関係会社に該当する会社は、１社（有限会社ワイ・リンク 議決権の被所有割合26.7％）であ

ります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

なお、パートタイマー及び派遣社員は除いております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 前事業年度に比べて従業員数が151名増加しておりますが、この増加の大部分は、平成18年３月１日に株式

会社ラスコーポレーションと合併したことによるものであります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社においては、労働組合は組織されていませんが、労使関係は良好であります。 

  

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

248 名 36.0 歳 4.0 年 4,007



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、堅調な内需の拡大や輸出の回復を背景に企業収益が向上し、雇用環境に

も大幅な改善がみられました。それに伴い、個人消費も堅調に推移し、景気は緩やかな上昇基調を維持

しております。 

 そうしたなかで、当社が事業を営む販売促進に関連する人材アウトソーシング市場においても、ワン

セグや地上デジタル放送などに関連した高機能製品の発売や消費者のライフスタイルを重視したこだわ

る消費者が台頭しており、企業における販売プロモーション活動におけるフィールド（販売現場）プロ

モーションの重要性が注目されており、同市場は引き続き高い成長を見せております。 

 こうした状況の下、当社は、拡大する市場に対応するべく平成17年10月1日に小売・流通業向け総合

人材サービス会社である株式会社ラスコーポレーション(以下、ラス社)の株式を取得し子会社とし、ク

ライアントからの多様なニーズに適合する人材をタイムリーに提供すると同時に、全国規模でのＳＰＯ

事業展開に基づく、クライアントへのフルサポートを実現するべく注力してまりました。 

 さらに、平成18年3月1日に当社とラス社の経営効率化および両社のシナジー効果を最大限発揮させる

ことを目的に合併をいたしました。また、携帯電話、ＡＤＳＬ、デジタルカメラ、大型薄型テレビ（液

晶テレビ・ＰＤＰテレビ）、ＤＶＤレコーダー、パソコン等のメーカー並びに販売代理店などのクライ

アントへの深耕を強化するとともに、新規顧客開拓にも注力をしてまいりました。 

 この結果、当期の売上高は6,075,847千円（前期比30.2%増加）、経常利益は255,401千円（前期比

13.7%減少）、当期純利益は133,382千円（前期比14.6%減少）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前期末と比較して602,390千円増

加し、当期末残高は1,522,884千円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純利益が193,853千円の計上となった一方、法人

税等が167,933千円の支出となり、差引き13,285千円の収入（前期196,125千円の収入）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、合併による支出1,364,298千円などにより、1,465,755千円の

支出（前期53,244千円の収入）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、公募増資による収入2,311,494千円などにより、2,054,860千

円の収入（前期264,442千円の収入）となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社が行うアウトソーシング事業及び人材派遣事業は、提供するサービスの性格上、生産実績に馴染

まないため、当該記載を省略しております。 

  

(2) 受注実績 

当社が行うアウトソーシング事業及び人材派遣事業は、長期継続受注のものと短期単発受注のものが

混在していることから、受注実績を正確に把握することが困難であるため、当該記載を省略しておりま

す。 

  

(3) 販売実績 

当事業年度の販売実績を事業部門ごとに示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり

ます。 

 
  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  
  

事業部門の名称
当事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

前年同期比(％)

アウトソーシング事業（千円） 5,451,374 124.2

人材派遣事業（千円） 624,472 224.0

合計（千円） 6,075,847 130.2

相手先

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

ＫＤＤＩ株式会社 1,002,120 21.5 1,253,012 20.6



３ 【対処すべき課題】 

当社は、これまで販売促進のトータルアウトソーシング事業（ＳＰＯ）を中心に事業展開してまいり

ました。今後につきましては、平成18年3月1日のラス社との合併により事業領域の拡大を図るととも

に、早期に合併効果を実現し、さらなる企業価値の拡大を進めてまいります。 

 そのために、施策として、以下を行ってまいります。 

 Ⅰ．合併によるシナジー効果を早期に発揮してゆく    

 Ⅱ．全国拠点網を活かした全国一括受注体制を確立する 

 Ⅲ．積極的なシステム投資を行い業務改革を行う 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影

響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

また、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものでありま

す。 

ア．個人情報の管理について 

平成17年4月より施行された個人情報保護法は、当社及び人材ビジネス業界にも影響があると考えら

れ、それに対する取組を誤れば、企業の存続に影響が生じる可能性があります。 

当社では、この問題を重視し、従来より規定している個人情報管理規程を見直したうえで運用を厳格化

しております。さらに、財団法人 日本情報処理開発協会が認定するプライバシーマークを取得（第

A860391(01)）するなど、個人情報管理体制の強化を行っております。 

 従いまして、当社では個人情報が漏洩する危険性は極めて低いと考えておりますが、万一、何らかの

原因により個人情報が外部に漏洩するような事態が発生した場合には、当社に対する社会的信用の低下

による売上の減少または損害賠償による費用の発生等が起こることも考えられ、当社業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

イ．社会保険（健康保険・厚生年金保険）の加入及び料率改定の影響について 

社会保険適用事業所が社員を雇用する場合、健康保険法及び厚生年金保険法により、社員を社会保険

に加入させる義務があります。これにより、現場業務を担当するスタッフを含めた当社の雇用する労働

者で社会保険適用該当者については、社会保険への加入を勧めてきております。今後につきましても、

特にスタッフに関する就業実績を継続的に確認し、社会保険適用該当者の未加入が発生しないよう対処

していく方針であります。 

 また、社会保険料の料率改定によって料率が上昇した場合には、雇用事業主である当社にも負担が発

生し、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。さらに、国会にて継続審議中である社会保険加入要

件について、当該要件の加入対象枠が、短時間労働者への適用に広がった場合、当社のスタッフの社会

保険加入人員数が増加することによって雇用事業主である当社にも負担が発生し、当社業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

ウ．スタッフの確保について 

当社の事業における重要な要素の一つは、現場業務を担当するスタッフであります。当社事業の継続

的な発展は、質の高いスタッフの確保如何にかかっていると言っても過言ではありません。今後受注量

をさらに拡大させていくためには、スタッフ確保対策を一層強化していく必要があります。 

 そこで当社は、募集方法を多様化し、ＷＥＢ媒体に重点を置いた募集方法を採用するとともに、採用

拠点の多様化や求職者向けフリースペース（Jobラウンジ）の新設などにより、求職者にとって応募し

やすい環境を整えてまいります。さらに採用したスタッフの教育研修を充実することによって、質の高

いスタッフの確保を図っていく所存であります。今後計画通りにスタッフの確保ができない場合には、

当社の成長の制約要因となる可能性があります。 

エ．競合について 

当社が行うアウトソーシング事業及び人材派遣事業については、既に上場している会社を含めて競合

会社が多数存在しております。また、比較的参入が容易なことから、競合がさらに激化する可能性もあ

ります。当社においては、スタッフへの教育・研修、流通チャネルを巡回営業するスタッフマネジャー

によるサービス、コンプライアンス体制の構築、個人情報管理体制の整備、店頭での販売ノウハウや流

通チャネル情報の蓄積などによって、競合会社との差別化を図り、競合に打ち勝つべく努力していく方

針でありますが、競争激化に伴う低価格化等の動向によっては、業績に影響を及ぼす可能性がありま



す。 

オ．全国展開への対応について 

クライアントの販売現場が全国に展開しつつあることにより、当社にも全国的な対応が要求されてお

ります。このため、当社としては、全国拠点網を有するラス社をＭ＆Ａにて買収後合併したことによ

り、全国拠点網と当社の各拠点の融合が図れました。また、今後クライアントの全国一括受注ニーズに

タイムリーに対応していく方針であります。しかしながら、これらの全国一括受注への対応が適切に行

われない場合には、当社の成長の阻害要因になる可能性があります。 

カ．特定の顧客業種への依存度について 

当社の現在の販売状況は、移動体通信事業のクライアントへの販売が平成18年3月期で35.2％（前期

比△7.1%）を占めております。しかし、現状では、移動体通信事業者が、ＡＤＳＬや光ファイバー通信

（ＦＴＴＨ）への展開を進めて事業分野を拡大しており、当社もこれに順応した受注体制を整えており

ます。 

 さらに、当社は、平成18年3月1日にＭ＆Ａにて買収した子会社であるラス社と合併したことにより、

移動体通信事業に特化しない体制に取り組んでおります。 

 合併により移動体通信事業者向けの売上比率は低下するものの、主力事業分野であることから、今後

のこの事業の推移如何によっては、当社の成長の制約要因となる可能性があります。 

 なお、当社においては、移動体通信事業のクライアントからの受注が増加している中で、ＫＤＤＩ株

式会社への売上比率が平成18年3月期において20.6％と高くなっております。したがって、当該企業の

動向にも影響を受ける可能性があります。（ＫＤＤＩ株式会社への売上には、ＡＤＳＬ（ＤＩＯＮ）を

含んでおります。） 

キ．代表取締役への依存について 

当社は、現在の代表取締役である山室正之によって創業され、山室正之は今日に至るまで当社の経営

方針の決定、事業推進上の意思決定、人材の採用・教育などに重要な役割を果たしており、今後ともこ

の状態は継続するものと考えられます。 

 これに対して当社は、代表取締役からの権限委譲を進めるほか、経営会議、部門会議、年度目標設定

研修などの合議制による内部意思決定体制を整えるとともに、組織そのものもフラットで意思疎通過程

がシンプルで分かりやすい構成にしており、組織として事業経営を推進していく体制を整えておりま

す。 

 しかしながら、代表取締役が当社における業務を健全に遂行できなくなる事態が生じた場合には、当

社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

ク．会社規模について 

当社は平成18年3月31日現在の役職員数（内勤者のみ）が257名と比較的小規模な組織であり、内部管

理体制もこのような規模に応じたものとなっております。内部監査機能については、かかる組織規模に

応じたものとなっており、コンプライアンス室を設置し、実施しております。当社は、今後の企業規模

及び事業の拡大に応じて人員の増強を図るとともに、内部管理体制・内部監査機能も強化していく方針

であります。しかしながら、業務の拡大に対して適切かつ十分な人的・組織的対応ができなかった場合

は、事業の拡大に影響を与える可能性があります。 

ケ．法的規制について 

当社は、労働者派遣法に基づく厚生労働大臣の「一般労働者派遣事業」の許可を取得し、人材派遣事

業を営んでおり、労働者派遣法に基づく規制を受けております。また、職業安定法に基づく有料職業紹

介事業も行っており、職業安定法に基づく規制を受けております。その他、当社が行うアウトソーシン

グ事業及び人材派遣事業に適用のある労働基準法などをはじめとした労働関連法令について、労働市場



を取り巻く社会情勢の変化などに応じて、改正ないし解釈の変更などがあった場合、当社の事業計

画・業績にもその影響を与える可能性があります。 

コ．株式会社ラスコーポレーションとの合併について 

当社は、平成17年10月1日付でラス社の株式を取得し子会社とした上で、平成18年3月1日に合併を致

しました。ラス社の取得にかかった金額は、2,010百万円と当社総資産に対して大きな買収でありま

す。今後の課題として、旧ラス社の収益体質を強化し、合併によりシステム、人事、組織、営業の各分

野において早期一体化を図り、合併効果を早期に実現してゆくことが必要であります。 

 しかしながら、こうした効果が期待通りに発揮できない場合、当社の事業計画・業績にもその影響を

与える可能性があります。 

サ．ストックオプション制度と株式の希薄化について 

当社は、取締役及び従業員に対して、業務に対する意欲や士気を高めることを目的として、ストック

オプション制度を採用しており、平成14年３月20日開催の臨時株主総会において、旧商法第280条ノ19

の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）及び平成15年３月27日と平成15年９月29日と平成16

年３月20日開催の臨時株主総会において、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基

づく新株予約権（ストックオプション）を付与することを決議しております。そして、平成18年3月31

日現在の新株予約権等による潜在株式数は2,110株であり、発行済株式総数34,343.71株の6.1％に相当

しております。 

 今後のストックオプション制度の活用については、引き続き検討課題ではありますが、現在付与して

いる新株予約権等により保有株式の株式価値が希薄化する可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

当社と株式会社ラスコーポレーションとの合併 

小売・流通向けの人材サービスを得意とする株式会社ラスコーポレーションと、デジタル家電・情報機

器などの販売・営業のアウトソーシングサービスを得意とする当社との営業基盤の融合を図り、当社グル

ープ全体の経営効率化及び両社のシナジー効果を最大限発揮するため、当社は、株式会社ラスコーポレー

ションと平成18年１月６日に合併契約を締結し、所定手続きを経て、平成18年３月１日をもって合併いた

しました。 

合併契約の概要は、次のとおりであります。 

① 合併の方法 

株式会社ピーアンドピーを存続会社とし、株式会社ラスコーポレーションは解散する。 

② 合併に際しての株式の発行及び割当 

株式会社ピーアンドピーは、合併に際して普通株式383.71株を発行し、合併期日における株式会社

ラスコーポレーションの株主名簿に記載された株主に対して、株式会社ラスコーポレーションの株式

１株につき、株式会社ピーアンドピーの株式0.336株をもって割当交付する。 

③ 資本金の増加 

合併により資本金を増加しないものとする。 

④ 合併の期日 

平成18年３月１日 

⑤ 財産の引継 

株式会社ピーアンドピーは、平成18年２月28日現在の株式会社ラスコーポレーションの貸借対照表

その他同日現在の計算を基礎とし、それに合併に至るまでの増減を加除した一切の資産、負債及び権

利義務を合併期日において引継ぐ。 

⑥ 被合併会社の合併時の資産・負債の状況 

「第５ 経理の状況 財務諸表等 (１)財務諸表 被合併会社財務諸表等」に記載しております。

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

「財政状態及び経営成績の分析」は、有価証券報告書に記載している財務諸表に基づいて分析した内容

であります。 

また、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものでありま

す。 

（１）重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に準拠して作成

しております。その作成には、定期的にまた必要に応じて開催する取締役会及び経営会議において、会

計方針の選択・適用、資産及び収益・費用の報告及び開示に影響を与える見積りを必要としておりま

す。取締役会及び経営会議は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりま

すが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

  

（２）財政状態の分析 

（流動資産） 

当事業年度末における流動資産の残高は、3,183,742千円（前事業年度末は1,486,746千円）となり、

1,696,995千円増加しました。主な増加要因は、公募増資による現預金の増加（920,494千円から

1,522,884千円へ602,390千円増加）、売上増加に伴い売掛金の増加（536,452千円から1,545,274千円へ

1,008,821千円増加）であります。 

（固定資産） 

当事業年度末における固定資産の残高は、533,644千円（前事業年度末は201,436千円）となり、

332,208千円増加しました。主な増加要因は、合併に伴う事務所移転などにより差入保証金の増加

（56,319千円から207,208千円へ150,888千円増加）、新システム開発導入に伴なうソフトウェアの増加

（5,597千円から110,774千円へ105,176千円増加）であります。 

（流動負債） 

当事業年度末における流動負債の残高は、1,687,195千円（前事業年度末は580,519千円）となり、

1,106,676千円増加しました。主な要因は、売上増加に伴い買掛金の増加（331,842千円から828,700千

円に496,857千円増加）であります。 

（固定負債） 

当事業年度末における固定負債の残高は、115,594千円（前事業年度末は86,125千円）となり、

29,469千円増加しました。増加要因は、役員退職慰労引当金の増加(86,125千円から103,965千円に

17,840千円増加)であります。 

（資本） 

当事業年度末における資本の残高は、1,914,596千円（前事業年度末は1,021,538千円）となり、

893,058千円増加しました。主な増加要因は、平成18年１月26日の公募増資で2,322,320千円調達したこ

とによる増加、合併に伴う合併引継未処理損失1,252,335千円による当期未処理損失821,039千円が発生

したための剰余金の減少であります。 

  

（３）経営成績の分析 

当社の経営成績は、当期の売上高は6,075,847千円（前期比30.2%増加）、経常利益は255,401千円

（前期比13.7%減少）、当期純利益は133,382千円（前期比14.6%減少）となっております。 

＜１＞売上高 

（ア）事業部門別 



（ⅰ）アウトソーシング事業 

アウトソーシング事業の当期の売上高は5,451,374千円（前期比24.2%増加）となりました。アウ

トソーシング事業では、モバイル及びデジタル情報家電などの受注増加に対応した結果、売上高は

好調に推移いたしました。 

（ⅱ）人材派遣事業 

人材派遣事業の当期の売上高は624,472千円（前期比124.0%増加）となりました。営業・販売の

派遣需要の拡大に伴ない、売上高は好調に推移いたしました。 

（イ）地域別 

（ⅰ）東日本 ※１ 

関東地区の需要開拓及び採用の強化を目的として、横浜営業所（５月）を開設し営業を開始しま

した。また、ラス社との合併により仙台営業所、札幌営業所にても営業を推進いたしました。その

結果、当期売上高4,313,486千円（前期比30.3%増加）となりました。 

（ⅱ）西日本 ※２ 

ラス社との合併により、広島営業所及び九州地区のサテライト（沖縄まで）にて営業を推進いた

しました。その結果、当期売上高1,762,360千円（前期比29.9%増加）となりました。 

（ウ）取扱商材分野別 

（ⅰ）モバイル ※３ 

次世代携帯電話やワンセグ対応携帯電話への買い替え需要が旺盛であったため堅調に受注が推移

した結果、売上高は2,141,145千円（前期比8.5%増加）となりました。 

（ⅱ）デジタル ※４ 

薄型大型テレビなどデジタル家電及びＦＴＴＨなどのブロードバンド商品群の需要が旺盛であっ

たため堅調に受注が推移した結果、売上高は1,605,544千円（前期比20.7%増加）となりました。 

（ⅲ）Ｐ＆Ｈ  ※５ 

多機能エアコンや消費者の健康志向などの耐久消費財へのニーズ多様化に伴い取扱商品群の幅が

広がった結果、売上高1,316,719千円（前期比22.2%増加）となりました。 

（ⅳ）ＩＴ他 

ＩＴ分野への派遣及び開発並びに事務派遣の需要増、ラス社合併に伴なう新事業分野の結果、売

上高1,012,437千円（前期比251.6%増加）となりました。 

  

  （注）*1：中部（愛知県、三重県、岐阜県）、信越（長野県、新潟県）以東を指します 

*2：上記*1以外の地域を指します 

*3：移動体通信機器群を示します 

*4：ＡＤＳＬ、光ファイバー、デジタルカメラ、大型薄型テレビ（液晶テレビ・ＰＤＰテレビ）、ＤＶＤレ

コーダー、パソコンなどの商品群を示します 

*5：「Ｐ＆Ｈ」とは、パーソナル＆ホームに属する商品群を示します。具体的には、電子ピアノ、マッサー

ジチェア、体脂肪計、一眼レンズ、贈答品など個人的な趣味の商品群（パーソナル）とエアコン、ファンヒ

ーターなど白物家電商品群（ホーム）を示します 

  

＜２＞売上原価 

売上原価は、ＳＰＯ（セールス・プロセス・アウトソーシング）の付加価値であるスタッフマネー

ジャーの投入を増やすとともに、レギュラースタッフの増加に伴なう社会保険料負担の増加や厚生年

金保険の保険料改定などにより、4,631,369千円と前期比31.4%増となりました。 

  

＜３＞販売費及び一般管理費 



販売費及び一般管理費は、売上高比で、19.4%を占めております。 

[主な内訳] 

 
人員増に伴なう人件費増加、スタッフ募集の為の採用教育費の積極的投入、本社移転後の賃借料増

加の通期フル寄与などにより、販売費及び一般管理費は前年同期比41.3%増となり、売上高比19.4%と

前年同期比1.6%増加となりました。 

  

（４）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①キャッシュ・フローの状況 

「第２ 事業の状況 １．業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」をご参照下さい。 

  

②資金需要について 

当社の運転資金上のうち主なものは、稼働スタッフの人件費と販売費及び一般管理費等の営業費用

によるものです。当該支出は、内部留保によりまかなっていく方針であります。  

  

平成17年３月期 平成18年３月期 前年同期比

人   件   費 457,116千円 (9.8%) 638,981千円 (10.5%) 139.7%

採 用 教 育 費 119,044千円 (2.6%) 173,151千円 (2.8%) 145.4%

賃   借   料 55,819千円 (1.2%) 90,409千円 (1.5%) 161.9%

そ の 他 経 費 198,769千円 (4.2%) 272,097千円 (4.4%) 136.8%

計 830,748千円 (17.8%) 1,174,638千円 (19.4%) 141.3%



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社においては、事業の性質上大きな設備投資は必要としません。第19期においても、重要な設備投資

は行っておりません。 

(1) セグメント別の設備投資状況 

① アウトソーシング事業 

特記事項はありません。 

  

② 人材派遣事業 

特記事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除去、売却等について 

特記事項はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 本社は賃借しております。なお、上記建物の内訳は、主として造作等であります。 

３ 上記その他の内訳は、車両運搬具、工具器具備品及びソフトウェアであります。 

４ 従業員数は就業人員であります。 

５ 上記のほか、リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

 
  

事業所名 
(所在地)

事業の名称 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人)

建物 その他 合計

本社(東京都新宿区) 全社 統括管理・業務施設 41,089 150,392 191,482 248

名称 数量
リース期間
(年)

年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

棚卸システム用機器端末 一式 ５ 2,060 33,166

電話通信システム機器 一式 ５ 62 1,303

棚卸システム用機器 一式 ５ 270 1,989

棚卸システム用端末 一式 ５ 1,020 16,520



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

事業所名
(所在地)

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

総額 
(千円)

既支払額
(千円)

着手 完了

本社(東京都新宿区) 新基幹システム 90,000 - 自己資金 平成18.4 平成18.10

本社(東京都新宿区) 新棚卸システム 45,000 - 自己資金 平成18.4 平成18.11



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 64,000

計 64,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 34,343.71 34,343.71
ジャスダック証券
取引所

―

計 34,343.71 34,343.71 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づき発行した新株引受権(ストックオプション)は次のとおりであり

ます。 

(平成14年３月20日臨時株主総会決議) 

  

 
(注) １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するもの

としております。ただし、かかる調整は、当該株式分割又は株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使し

ていない目的たる株式の数においてのみ行われるものとしております。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

  (１株未満の端数は切り捨てる) 

２ 当社が新株予約権の行使に際して払込をなすべき新株予約権の目的たる株式１株当たり金額を下回る発行価

額をもって普通株式を発行する場合、次の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株未満の端数は

これを切り捨てます。 

  調整後株式数＝調整前株式数×調整前新株予約権の目的たる株式１株当たり払込金額／調整後新株予約権の

目的たる株式１株当たり払込金額 

  なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げるものとしております。 

  調整後１株当たり払込金額＝調整前１株当たり払込金額×１／分割・併合の比率 

  また、当社が払込金額調整式に使用する調整前１株当たり払込金額を下回る発行価額をもって普通株式を発

行する場合、当社は、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切

り上げるものとしております。 

  調整後１株当たり払込金額＝{(調整前１株当たり払込金額×既発行株式数)＋(新発行株式数×１株当たり発

行価額)}／(既発行株式数＋新発行株式数) 

３ 当該ストックオプションに係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時においても、当社又は当社の関係会社の取締役、監査

役もしくは使用人の地位であることを要する。 

(2) 新株予約権の譲渡、質入れ、その他一切の処分を認めないものとする。 

(3) その他行使の条件は、当社と新株予約権者で締結した新株予約権割当契約によるものとする。 

４ 平成15年３月11日開催の取締役会決議により、平成15年３月28日付をもって株式１株を４株に分割しており

ます。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本

組入額が調整されております。 

５ 平成16年７月13日開催の取締役会決議により、平成16年７月30日付をもって株式１株を５株に分割しており

ます。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本

組入額が調整されております。 

６ 平成17年２月７日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付をもって株式１株を２株に分割しており

ます。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本

組入額が調整されております。 

７ 新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職により付与対象でなくなった数を控除した残数を記

載しております。 

  

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 1,360株(注)1,2,4,5,6 1,360株(注)1,2,4,5,6

新株予約権の行使時の払込金額
１株当たり12,500円
(注)1,2,4,5,6

１株当たり12,500円 
(注)1,2,4,5,6

新株予約権の行使期間
平成16年９月１日から
平成23年３月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  12,500円
資本組入額  6,250円 

(注)2,4,5,6

発行価格   12,500円 
資本組入額   6,250円 

(注)2,4,5,6

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左



② 平成13年改正旧商法280条ノ20及び商法280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおり

であります。 

(平成15年３月27日臨時株主総会決議) 

  

 
(注) １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するもの

としております。ただし、かかる調整は、当該株式分割又は株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使し

ていない目的たる株式の数においてのみ行われるものとしております。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

  (１株未満の端数は切り捨てる) 

２ 当社が新株予約権の行使に際して払込をなすべき新株予約権の目的たる株式１株当たり金額を下回る発行価

額をもって普通株式を発行する場合、次の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株未満の端数は

これを切り捨てます。 

  調整後株式数＝調整前株式数×調整前新株予約権の目的たる株式１株当たり払込金額／調整後新株予約権の

目的たる株式１株当たり払込金額 

  なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げるものとしております。 

  調整後１株当たり払込金額＝調整前１株当たり払込金額×１／分割・併合の比率 

  また、当社が払込金額調整式に使用する調整前１株当たり払込金額を下回る発行価額をもって普通株式を発

行する場合、当社は、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切

り上げるものとしております。 

  調整後１株当たり払込金額＝{(調整前１株当たり払込金額×既発行株式数)＋(新発行株式数×１株当たり発

行価額)}／(既発行株式数＋新発行株式数) 

３ 平成16年７月13日開催の取締役会決議により、平成16年７月30日付をもって株式１株を５株に分割しており

ます。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本

組入額が調整されております。 

４ 平成17年２月７日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付をもって株式１株を２株に分割しており

ます。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本

組入額が調整されております。 

５ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職により付与対象でなくなった数

を控除した残数を記載しております。 

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数 1個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 10株(注)1,2,3,4 10株(注)1,2,3,4

新株予約権の行使時の払込金額
１株当たり13,750円

(注)2,3,4
１株当たり13,750円 

(注)2,3,4

新株予約権の行使期間

平成17年５月１日又は上場日
から６ヶ月経過した日のいず
れか遅い日から平成25年３月
31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  13,750円
資本組入額  6,875円

(注)2,3,4

発行価格   13,750円
資本組入額   6,875円

(注)2,3,4

新株予約権の行使の条件

１ 新株予約権者は、権利行
使時においても当社又は
当社の関係会社の取締
役、監査役もしくは使用
人の地位にあることを要
する。

２ その他権利行使の条件は
平成15年３月27日開催の
臨時株主総会及び平成15
年３月27日開催の取締役
会決議に基づき、当社と
新株予約権者の間で締結
した「新株予約権割当契
約」に定められておりま
す。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権を第三者に譲
渡、質入その他一切の処分を
することができないものとす
る。

同左



  



(平成15年９月29日臨時株主総会決議) 

  

 
(注) １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するもの

とします。ただし、かかる調整は、当該株式分割又は株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使していな

い目的たる株式の数においてのみ行われるものとしております。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

  (１株未満の端数は切り捨てる) 

２ 当社が新株予約権の行使に際して払込をなすべき新株予約権の目的たる株式１株当たり金額を下回る発行価

額をもって普通株式を発行する場合、次の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株未満の端数は

これを切り捨てます。 

  調整後株式数＝調整前株式数×調整前新株予約権の目的たる株式１株当たり払込金額／調整後新株予約権の

目的たる株式１株当たり払込金額 

  なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げるものとしております。 

  調整後１株当たり払込金額＝調整前１株当たり払込金額×１／分割・併合の比率 

  また、当社が払込金額調整式に使用する調整前１株当たり払込金額を下回る発行価額をもって普通株式を発

行する場合、当社は、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切

り上げるものとしております。 

  調整後１株当たり払込金額＝{(調整前１株当たり払込金額×既発行株式数)＋(新発行株式数×１株当たり発

行価額)}／(既発行株式数＋新発行株式数) 

３ 平成16年７月13日開催の取締役会決議により、平成16年７月30日付をもって株式１株を５株に分割しており

ます。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本

組入額が調整されております。 

４ 平成17年２月７日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付をもって株式１株を２株に分割しており

ます。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本

組入額が調整されております。 

５ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職により付与対象でなくなった数

を控除した残数を記載しております。 

  

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数 1個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 10株(注)1,2,3,4 10株(注)1,2,3,4

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり16,200円(注)2,3,4 １株当たり16,200円(注)2,3,4

新株予約権の行使期間

平成17年12月１日又は上場日
から６ヶ月経過した日のいず
れか遅い日から平成25年10月
31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  16,200円
資本組入額 8,100円

(注)2,3,4

発行価格  16,200円
資本組入額  8,100円

(注)2,3,4

新株予約権の行使の条件

１ 新株予約権者は、権利行
使時においても当社又は
当社の関係会社の取締
役、監査役もしくは使用
人の地位にあることを要
する。

２ その他権利行使の条件は
平成15年９月29日開催の
臨時株主総会及び平成15
年９月29日開催の取締役
会決議に基づき、当社と
新株予約権者の間で締結
した「新株予約権割当契
約」に定められておりま
す。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権を第三者に譲
渡、質入その他一切の処分を
することができないものとす
る。

同左



(平成16年３月20日臨時株主総会決議) 

  

 
(注) １ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するもの

とします。ただし、かかる調整は、当該株式分割又は株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使していな

い目的たる株式の数においてのみ行われるものとしております。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

  (１株未満の端数は切り捨てる) 

２ 当社が新株予約権の行使に際して払込をなすべき新株予約権の目的たる株式１株当たり金額を下回る発行価

額をもって普通株式を発行する場合、次の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株未満の端数は

これを切り捨てます。 

  調整後株式数＝調整前株式数×調整前新株予約権の目的たる株式１株当たり払込金額／調整後新株予約権の

目的たる株式１株当たり払込金額 

  なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げるものとしております。 

  調整後１株当たり払込金額＝調整前１株当たり払込金額×１／分割・併合の比率 

  また、当社が払込金額調整式に使用する調整前１株当たり払込金額を下回る発行価額をもって普通株式を発

行する場合、当社は、次の算式により１株当たり払込金額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切

り上げるものとしております。 

  調整後１株当たり払込金額＝{(調整前１株当たり払込金額×既発行株式数)＋(新発行株式数×１株当たり発

行価額)}／(既発行株式数＋新発行株式数) 

３ 平成16年７月13日開催の取締役会決議により、平成16年７月30日付をもって株式１株を５株に分割しており

ます。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本

組入額が調整されております。 

４ 平成17年２月７日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付をもって株式１株を２株に分割しており

ます。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格及び資本

組入額が調整されております。 

５ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職により付与対象でなくなった数

を控除した残数を記載しております。 
  

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数 73個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 730株(注)1,2,3,4 730株(注)1,2,3,4

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり16,200円(注)2,3,4 １株当たり16,200円(注)2,3,4

新株予約権の行使期間

平成18年４月１日又は上場日
から６ヶ月経過した日のいず
れか遅い日から平成26年２月
28日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額

発行価格  16,200円
資本組入額  8,100円 

(注)2,3,4

発行価格   16,200円 
資本組入額   8,100円 

(注)2,3,4

新株予約権の行使の条件

１ 新株予約権者は、権利行
使時においても当社又は
当社の関係会社の取締
役、監査役もしくは使用
人の地位にあることを要
する。

２ その他権利行使の条件は
平成16年３月20日開催の
臨時株主総会及び平成16
年３月20日開催の取締役
会決議に基づき、当社と
新株予約権者の間で締結
した「新株予約権割当契
約」に定められておりま
す。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

本新株予約権を第三者に譲
渡、質入その他一切の処分を
することができないものとす
る。

同左



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 有償株主割当 

  割当比率１：１ 発行価額 50,000円 資本組入額 50,000円。 

２ 合併に伴う割当交付 

  合併比率は株式会社ピーアンドピー１株に対し、株式会社ピーアンドピー（大阪）0.5株であります。 

３ 株式分割(１：４) 

  平成15年３月11日開催の取締役会決議により、平成15年３月28日付をもって株式１株を４株に分割しており

ます。 

４ 新株予約権の行使 行使者 有限会社ワイ・リンク 発行価額 138,875円 資本組入額 69,438円。 

５ 合併に伴う割当交付 

  合併比率は株式会社ピーアンドピー１株に対し、株式会社パートナーズ・ジャパン0.35株であります。 

６ 株式分割(１：５) 

  平成16年７月13日開催の取締役会決議により、平成16年７月30日付をもって株式１株を５株に分割しており

ます。 

７ 有償一般募集(ブックビルディング方式) 

  発行価格  300,000円   発行価額  221,000円   資本組入額 110,500円 

８ 新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。 

９ 株式分割(１：２) 

  平成17年２月７日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付をもって株式１株を２株に分割しており

ます。 

10 新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。 

11 有償一般募集(ブックビルディング方式) 

  発行価格  618,860円   発行価額  580,580円   資本組入額 290,290円 

12 新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。 

13 合併に伴う割当交付 

  合併比率は株式会社ピーアンドピー１株に対し、株式会社ラスコーポレーション0.336株であります。 

14 資本準備金の減少は合併差損によるものであります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成13年６月28日(注)１ 200 400 10,000 20,000 ― ―

平成14年９月１日(注)２ 10 410 500 20,500 500 500

平成15年３月28日(注)３ 1,230 1,640 ― 20,500 ― 500

平成16年２月25日(注)４ 1,000 2,640 69,438 89,938 69,437 69,937

平成16年３月31日(注)５ 56 2,696 500 90,438 ― 69,937

平成16年７月30日(注)６ 10,784 13,480 ― 90,438 ― 69,937

平成16年12月１日(注)７ 1,000 14,480 110,500 200,938 171,500 241,437

平成17年２月１日～ 
平成17年２月28日(注)８

100 14,580 1,250 202,188 1,250 242,687

平成17年５月20日(注)９ 14,580 29,160 ― 202,188 ― 242,687

平成17年６月１日～ 
平成17年６月30日(注)10

180 29,340 1,237 203,425 1,237 243,924

平成18年１月25日(注)11 4,000 33,340 1,161,160 1,364,585 1,161,160 1,405,084

平成18年２月１日～ 
平成18年２月28日(注)12

620 33,960 5,022 1,369,607 5,022 1,410,106

平成18年３月１日 
(注)13、14

383.71 34,343.71 ― 1,369,607 △301,964 1,108,141



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式0.57株は、「端株の状況」に含めて記載しております。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式１株が含まれております。 

  

区分

株式の状況

端株の状況
(株)政府及び 

地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

0 8 12 59 7 1 2,542 2,629 ―

所有株式数 
(株)

0 3,582 189 10,239 885 4 19,442 34,341 2.71

所有株式数 
の割合(％)

0.00 10.43 0.55 29.82 2.58 0.01 56.61 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

山室 正之 東京都豊島区要町 9,830 28.62

有限会社 ワイ・リンク 東京都豊島区要町 9,200 26.79

山室 かおる 東京都豊島区要町 2,620 7.63

日本トラスティ・サービス信
託銀行 株式会社(信託口)

東京都中央区晴海1-8-11 1,688 4.92

資産管理サービス信託銀行 
株式会社(年金特金口)

東京都中央区晴海1-8-12 870 2.53

ノーザン トラスト カンパ
ニー エイブイエフシー リ 
ノーザン トラスト ガンジ
ー アイリッシュ クライア
ンツ 
(常任代理人 香港上海銀行東
京支店)

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14 5 NT, UK
(東京都中央区日本橋3-11-1)

600 1.75

資産管理サービス信託銀行 
株式会社(証券投資信託口)

東京都中央区晴海1-8-12 569 1.66

日本証券金融 株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 419 1.22

岩下 重忠 福岡県古賀市日吉 350 1.02

株式会社 ダイエー 兵庫県神戸市中央区港島中町4-1-1 336 0.98

計 ― 26,482 77.11



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式１株(議決権１個)が含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

34,341
34,340 ―

端株
普通株式

2.71
― ―

発行済株式総数 34,343.71 ― ―

総株主の議決権 ― 34,340 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、取締役、監査役及び従業員に対して、業務に対する意欲や士気を一層高めることを目的とし

て、ストックオプション制度を採用しております。 

当社は、平成14年３月20日開催の臨時株主総会において、旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株予

約権(ストックオプション)及び平成15年３月27日と平成15年９月29日、平成16年３月20日開催の臨時株

主総会において、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権(ストッ

クオプション)を付与することを決議しております。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 当社が株式の分割または株式併合を行う場合、「(2) 新株予約権等の状況」に記載のとおり、株式数を調整

するものとします。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合には、１株当たりの払込価額を次の算式により調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 
  

   
３ 平成15年３月11日開催の取締役会決議により、平成15年３月28日付をもって株式１株を４株に分割しており

ます。また、平成16年７月13日開催の取締役会決議により、平成16年７月30日付をもって株式１株を５株に

分割し、平成17年２月７日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付をもって株式１株を２株に分割

しております。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行価格

及び資本組入額が調整されております。 

  

決議年月日 平成14年３月20日

付与対象者の区分及び人数 取締役１名、使用人で決議日現在課長以上の資格を有するもの６名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 40株(注)1,2,3

新株予約権の行使時の払込金額 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。(注)３

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率



 
(注) １ 当社が株式の分割または株式併合を行う場合、「(2)新株予約権等の状況」に記載のとおり、株式数を調整

するものとします。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合には、１株当たりの払込価額を次の算式により調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 
  

   
３ 平成16年７月13日開催の取締役会決議により、平成16年７月30日付をもって株式１株を５株に分割しており

ます。また、平成17年２月７日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付をもって株式１株を２株に

分割しております。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行

価格及び資本組入額が調整されております。 

  

 
(注) １ 当社が株式の分割または株式併合を行う場合、「(2) 新株予約権等の状況」に記載のとおり、株式数を調整

するものとします。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合には、１株当たりの払込価額を次の算式により調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 
  

   
３ 平成16年７月13日開催の取締役会決議により、平成16年７月30日付をもって株式１株を５株に分割しており

ます。また、平成17年２月７日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付をもって株式１株を２株に

分割しております。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行

価格及び資本組入額が調整されております。 

  

決議年月日 平成15年３月27日

付与対象者の区分及び人数 取締役２名、使用人で決議日現在２年以上在籍者22名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 26株(注)1,2,3

新株予約権の行使時の払込金額 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。(注)３

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率

決議年月日 平成15年９月29日

付与対象者の区分及び人数 取締役３名、使用人で平成15年８月31日在籍者45名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 86株(注)1,2,3

新株予約権の行使時の払込金額 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。(注)３

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率



 
(注) １ 当社が株式の分割または株式併合を行う場合、「(2) 新株予約権等の状況」に記載のとおり、株式数を調整

するものとします。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合には、１株当たりの払込価額を次の算式により調整

し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 
  

   
３ 平成16年７月13日開催の取締役会決議により、平成16年７月30日付をもって株式１株を５株に分割しており

ます。また、平成17年２月７日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付をもって株式１株を２株に

分割しております。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、発行

価格及び資本組入額が調整されております。 

  

決議年月日 平成16年３月20日

付与対象者の区分及び人数 取締役３名、使用人で平成16年３月20日在籍者39名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 93株(注)1,2,3

新株予約権の行使時の払込金額 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。(注)３

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は利益配分について、株主への利益還元を重要な課題と考え、今後の事業展開のための財務体質の

充実をも勘案しながら、安定した配当を継続的に行っていくことを基本方針としております。しかしなが

ら、当期につきましては、税引前当期純利益は確保しているものの、株式会社ラスコーポレーションとの

合併に伴う未処理損失が発生した為、無配とさせていただくことになりました。 

  



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 株価は、平成16年12月12日以前は日本証券業協会におけるもので( )表示をしており、平成16年12月13日

以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

２ 当社株式は、平成16年12月２日から日本証券業協会に店頭登録されております。それ以前については、該

当事項はありません。 

３ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) ― ― ―
(660,000)738,000

※245,000
700,000

最低(円) ― ― ―
(433,000)420,000

※218,000
222,000

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月

最高(円) 497,000 518,000 695,000 700,000 525,000 460,000

最低(円) 338,000 403,000 473,000 515,000 365,000 333,000



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

代表取締役 
社長

山 室 正 之 昭和30年１月20日生

昭和53年４月 株式会社ニチイ入社

9,830

昭和62年１月 当社設立 営業部長就任

平成７年５月 当社 取締役就任

平成14年３月 当社 代表取締役就任(現任)

平成14年４月 株式会社フロス代表取締役社長 

就任

平成16年７月 株式会社フロス取締役就任(現任)

平成17年10月 株式会社ラスコーポレーション取

締役就任

取締役 関西支社長 藤 井 一 夫 昭和40年８月18日生

昭和59年４月 中村ニット株式会社入社

285

昭和63年４月 当社入社

平成元年４月 当社 大阪営業所長就任

平成５年７月 株式会社ピーアンドピー(大阪) 

取締役就任

平成14年９月 当社と株式会社ピーアンドピー

(大阪)合併 取締役大阪支社長就

任

平成18年４月 取締役関西支社長就任(現任)

取締役 人材開発部長 高 津 直 滋 昭和43年11月12日生

平成２年４月 株式会社コスモ・エンタープライ

ズ入社

120

平成５年７月 当社入社

平成14年４月 当社 営業部長就任

平成14年９月 当社 取締役営業部長就任

平成16年７月 株式会社フロス代表取締役社長就

任(現任)

平成18年３月 取締役人材開発部長就任（現任）

取締役 管理部門担当 半 田 敏 雄 昭和14年９月12日生

昭和38年４月 三菱重工業株式会社入社

90

昭和45年６月 カリフォルニア大学バークレー校

経営学大学院卒業(MBA)

平成10年10月 三菱重工東日本販売株式会社入社

平成14年８月 当社入社 経営企画室長就任

平成15年６月 当社 取締役経営企画室長就任

平成16年10月 取締役管理部門担当就任(現任)

平成17年10月 株式会社ラスコーポレーション取

締役就任

取締役
営業推進部長 
(九州担当)

岩 下 重 忠 昭和21年４月26日生

昭和40年４月 日本ユニバック株式会社入社

350

平成10年11月 株式会社パートナーズ・ジャパン

設立 代表取締役就任

平成16年３月 当社と株式会社パートナーズ・ジ

ャパン合併 取締役九州支社長就

任

平成18年３月 取締役営業推進部部長(九州担当)

就任(現任)

取締役 
（注１）

坂 田 英 明 昭和14年６月10日生

昭和37年４月 三菱重工業株式会社入社

―
平成10年11月 弁護士登録（現職）

平成10年11月 坂田法律事務所設立

平成17年６月 取締役就任(現任)

常勤監査役
(注２)

玉 井 幸 雄 昭和18年１月１日生

昭和36年４月 株式会社東京相和銀行入行

―

平成９年11月 株式会社東総 代表取締役就任

平成10年５月 株式会社大和エスシー入社

平成14年６月 株式会社大和エスシー代表取締役

就任

平成16年７月 当社 監査役就任(現任)

平成16年７月 株式会社フロス監査役就任(現任)

平成17年10月 株式会社ラスコーポレーション監

査役就任

監査役 
(注２)

杉 山   浩 昭和41年１月21日生

平成７年９月 杉山会計事務所設立 代表就任

(現任)
―

平成16年１月 当社 監査役就任(現任)

平成17年10月 株式会社ラスコーポレーション監



 
(注) １ 取締役 坂田 英明は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

   ２ 監査役 玉井 幸雄、杉山 浩、三木 敬裕は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

査役就任

監査役 
(注２)

三 木 敬 裕 昭和31年12月16日生

平成７年４月 弁護士登録（現職）

―

平成８年４月 三木法律事務所設立

平成17年６月 当社 監査役就任(現任)

平成17年10月 株式会社ラスコーポレーション監

査役就任

計 10,675



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、株主重視の経営を基本方針として、意思決定の迅速化及び経営の健全性を高めるため

のコンプライアンス体制の整備・強化を図ることで、コーポレート・ガバナンスの有効性を確保

し、公正な経営を実現することを最優先課題としております。 

また、必要な会社情報を、タイムリーに、正確に、公平にディスクローズし、公正で透明な経

営を維持するとともに、積極的なＩＲ活動を行うことで、株主・投資家とのコミュニケーション

を推進してまいります。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

<１>会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナ 

ンス体制の状況 

ア. 会社の機関の内容 

当社は、企業統治機構として監査役制度を採用しており、企業経営において求められる効率

性及び公正・公平性を確保するために、以下の制度を導入し、運営しております。 

（ａ）取締役会 

経営上の重要事項の意思決定機関である取締役会は、平成18年３月31日現在取締役６

名で構成され、当社の業務執行を決定し、取締役の職務遂行を監督しております。 

（ｂ）監査役・監査役会 

当社は、監査役制度を採用しており、平成18年３月31日現在監査役３名（うち社外監

査役３名）となっております。監査役は、監査役会を設置し、監査方針及び監査計画

に基づき、取締役会をはじめとする重要な会議への出席や、業務及び財産の状況調査

により、また監査法人との連携を通じて、取締役の職務遂行を監査しております。 

（ｃ）コンプライアンス委員会 

事業活動を行うに際し、法令遵守・社内規程の遵守のほか社会規範や倫理に反する行

動がないよう、その遵守の徹底を図り、その遵守状況を監視し、内部通報があれば適

正かつ公正なる改善措置を講ずるため、コンプライアンス室による内部統制の委員会

を実施しております。 

（ｄ）経営会議 

取締役及び執行役員をメンバーとし、経営の重要事項について情報を共有するととも

に討議する経営会議を開催しております。同会議には、監査役及びコンプライアンス

室長も出席することにより、内部統制システムの強化を図っております。 

（ｅ）顧問弁護士その他第三者の状況 

重要な法的判断及びコンプライアンスに関する事項につきましては、顧問弁護士に相

談し、必要な検討を実施しております。また、専門家より、業務遂行上の必要に応

じ、適宜アドバイスを受けております。 

  

イ．役員報酬及び監査報酬 

（ａ）役員報酬の内容 

取締役に支払った年間報酬総額    76百万円 

監査役の年間報酬総額        11百万円 

（注）この報酬額には、使用人兼務取締役に対する使用人給与相当額29百万円は含ま



れておりません。期中において監査役の増員を図っております。 

（ｂ）監査報酬の内容 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２号第１項に 

規定する業務に基づく報酬の金額            12.5百万円 

上記以外の報酬の金額                   4百万円 

  

ウ．内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続き並びに内部監査、監査役監査及び会計 

監査の相互連携の状況 

（ａ）内部監査 

代表取締役社長直属のコンプライアンス室（１名）を設置しております。コンプライ

アンス室は監査計画に基づき、業務全般にわたり監査を実施しております。各事業所

監査において、監査役及びコンプライアンス室は同行・同席し、効率的かつ効果的な

監査の実施に努めております。 

監査結果は直接代表取締役社長に報告し、被監査部門に対しては監査結果を踏まえて

改善指示を行うことで、業務の適正な運営・社内規程との整合性を監査するとととも

に業務の改善・効率化の推進に努めております。 

（ｂ）監査役監査 

常勤監査役（１名）及び非常勤監査役（２名）で実施しております。監査役は取締役

会に出席するとともに、社内の重要会議にも参加し、取締役会及び取締役の意思決

定・業務遂行に関して、独立した立場から法令違反等の有無について監査を実施して

おります。なお、当期は商法上の小会社に該当し、商法に基づく監査は監査役が行っ

ております。但し、第16期より、証券取引法に基づく監査を太陽ＡＳＧ監査法人より

受けております。 

  

  

（ｃ）監査の連携 

監査法人による監査結果について、監査役は報告を受け、相互に意見交換を行って

おります。 

  

エ．業務を遂行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数 

 
   （注）継続監査年数が７年以内であるため、記載を省略しております。 

監査業務に係る補助者は、監査法人の選定基準に基づき決定され、公認会計士４名

及び会計士補５名で構成されております。 

  

業務を遂行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数

本田 親彦 太陽ＡＳＧ監査法人 －（注）

鈴木 教夫 太陽ＡＳＧ監査法人 －（注）



（内部統制の仕組み（模式図）） 

 

  

<２>会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

    該当事項はありません。 

  



<３>会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

（ａ）取締役及び監査役が出席する取締役会を毎月１回以上開催し、経営の基本方針、法令で定めら

れた事項その他経営に関する重要事項を決定し、また社内各部門の進捗状況をレビューすることによ

り、業務執行の監督を遂行いたしました。 

（ｂ）重要な業務執行方針を協議する機関として、取締役および執行役員をメンバーとする経営会議

を月１回開催し、経営情報・営業情報施策等について情報の共有化に努めるほか、経営会議で審議さ

れた事項は、取締役会においても報告され、審議のうえ承認しております。 

（ｃ）監査役会を設置し、毎月１回以上開催するとともに、取締役の意思決定や職務執行に対する監

査を遂行しております。 

（ｄ）コンプライアンス室を設置し、子会社を含む会社全部門に対し内部監査を実施し、業務処理等

に関する適正性・妥当性について内部牽制の拡充に努めております。 

（ｅ）役職員へのコンプライアンス啓蒙活動の一環として、「Ｐ＆Ｐ行動指針」を制定し、社員研修

の実施、役職員向けのコンプライアンス研修会の開催等を行っております。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、第18期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）

附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第18期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)の財務諸表については、ＡＳＧ監査法人、第19期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)の財務諸表については、太陽ＡＳＧ監査法人により監査を受けております。 

なお、ＡＳＧ監査法人は、平成18年１月１日付をもって太陽監査法人と合併し、名称を太陽ＡＳＧ監査

法人に変更しております。 

  

３ 連結財務諸表について 

連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断

を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による会社間取引の相殺後の割合は次のと

おりであります。 

 
  

４ 被合併会社の財務諸表及び監査証明について 

当社は、平成18年３月１日に株式会社ラスコーポレーションと合併したため、株式会社ラスコーポレー

ションの第27期事業年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)の財務諸表を記載しております。

当該財務諸表は、財務諸表等規則に基づいて作成しており、また、証券取引法第193条の２の規定に基

づき、太陽ＡＳＧ監査法人により監査を受けております。 

  

資産基準 0.4％

売上高基準 0.5％

利益基準 1.3％

利益剰余金基準 △0.5％



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 920,494 1,522,884

 ２ 受取手形 ― 8,656

 ３ 売掛金 536,452 1,545,274

 ４ 前払費用 6,097 19,798

 ５ 繰延税金資産 16,977 78,363

 ６ その他 7,259 13,134

   貸倒引当金 △536 △4,369

  流動資産合計 1,486,746 88.1 3,183,742 85.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 9,250 55,223

    減価償却累計額 △565 8,684 △14,134 41,089

  (2) 車両運搬具 18,974 22,094

    減価償却累計額 △10,863 8,110 △6,169 15,924

  (3) 工具器具備品 11,675 88,056

    減価償却累計額 △7,711 3,964 △64,362 23,694

   有形固定資産合計 20,760 1.2 80,708 2.2

 ２ 無形固定資産

  (1) 意匠権 ― 2,555

  (2) ソフトウェア 5,597 110,774

  (3) 電話加入権 981 7,431

  (4) ソフトウェア仮勘定 14,670 ―

   無形固定資産合計 21,248 1.3 120,760 3.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 関係会社株式 10,000 10,000

  (2) 破産債権、再生債権、 
    更生債権、その他 
    これらに準ずる債権

― 33,937

  (3) 長期前払費用 153 230

  (4) 繰延税金資産 35,052 48,571

  (5) 差入保証金 56,319 207,208

  (6) 保険積立金 57,901 66,165

    貸倒引当金 ― △33,937

   投資その他の資産合計 159,427 9.4 332,175 8.9

  固定資産合計 201,436 11.9 533,644 14.4

  資産合計 1,688,182 100.0 3,717,386 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※１ 331,842 828,700

 ２ 未払金 58,346 477,244

 ３ 未払費用 21,616 73,893

 ４ 未払法人税等 111,499 19,430

 ５ 未払消費税等 26,472 146,590

 ６ 前受金 ― 1,460

 ７ 預り金 14,240 116,321

 ８ 賞与引当金 16,500 21,349

 ９ その他 ― 2,204

  流動負債合計 580,519 34.4 1,687,195 45.4

Ⅱ 固定負債

 １ 長期未払金 ― 11,629

 ２ 役員退職慰労引当金 86,125 103,965

  固定負債合計 86,125 5.1 115,594 3.1

  負債合計 666,644 39.5 1,802,790 48.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 202,188 12.0 1,369,607 36.8

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 242,687 1,108,141

  資本剰余金合計 242,687 14.4 1,108,141 29.8

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 8,086 8,086

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 250,000 250,000

 ３ 当期未処分利益又は 
   当期未処理損失(△)

318,577 △821,039

  利益剰余金合計 576,663 34.1 △562,953 △15.1

Ⅳ 自己株式 ※３ ― 0.0 △199 0.0

  資本合計 1,021,538 60.5 1,914,596 51.5

  負債資本合計 1,688,182 100.0 3,717,386 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 4,667,961 100.0 6,075,847 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２ 3,524,402 75.5 4,631,369 76.2

   売上総利益 1,143,558 24.5 1,444,477 23.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 830,748 17.8 1,174,638 19.4

   営業利益 312,810 6.7 269,839 4.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 67 96

 ２ 保険解約返戻金 13,112 ―

 ３ 共済解約金 1,830 ―

 ４ その他 1,699 16,709 0.3 4,678 4,774 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 108 4,751

 ２ 新株発行費 8,968 10,825

 ３ 株式公開費用 23,925 ―

 ４ その他 546 33,548 0.7 3,635 19,212 0.3

   経常利益 295,971 6.3 255,401 4.2

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ ― 1,750

 ２ 貸倒引当金戻入額 2,240 2,240 0.1 ― 1,750 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※４ 4,862 11,057

 ２ 合併関連費用 ― 20,588

 ３ 貸倒引当金繰入額 ― 4,862 0.1 31,652 63,298 1.0

   税引前当期純利益 293,349 6.3 193,853 3.2

   法人税、住民税及び 
   事業税

149,535 67,491

   法人税等調整額 △ 12,413 137,121 3.0 △ 7,019 60,471 1.0

   当期純利益 156,227 3.3 133,382 2.2

   前期繰越利益 162,349 297,913

   合併引継未処理損失 ― 1,252,335

   当期未処分利益又は 
   当期未処理損失(△)

318,577 △ 821,039



売上原価明細書 

  

 
(注)※１ 主な経費は以下のとおりであります。 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 労務費 2,283,535 64.8 3,632,964 78.4

Ⅱ 経費 ※１ 1,240,866 35.2 998,405 21.6

売上原価 3,524,402 100.0 4,631,369 100.0

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

仕入外注費 988,895 584,444

業務経費 225,362 370,391

車両借上リース料 26,608 35,779

その他 ― 7,789



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前当期純利益 293,349 193,853

   減価償却費 9,844 13,206

   固定資産除却損 4,862 11,057

   固定資産売却益 ― △1,750

   貸倒引当金の増減額 △2,240 31,784

   賞与引当金の増減額 3,027 1,666

   役員退職慰労引当金の増減額 17,334 17,840

   受取利息 △67 △96

   支払利息 108 4,751

   新株発行費 8,968 10,825

   売上債権の増減額 △68,345 △124,469

   仕入債務の増減額 44,230 69,042

   未払金の増減額 7,442 △148,808

   未払消費税の増減額 △34,434 52,357

   役員賞与の支払 △4,139 △1,710

   その他 20,523 56,325

    小計 300,463 185,875

   利息の受取額 67 96

   利息の支払額 △108 △4,751

   法人税等の支払額 △104,296 △167,933

   営業活動によるキャッシュ・フロー 196,125 13,285

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の払戻しによる収入 122,541 ―

   有形固定資産の取得による支出 △14,426 △29,717

   有形固定資産の売却による収入 ― 4,124

   無形固定資産の取得による支出 △18,440 △21,713

   合併による支出 ― △1,364,298

   差入保証金の差入による支出 △35,165 △57,590

   その他 △1,264 3,438

   投資活動によるキャッシュ・フロー 53,244 △1,465,755

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 50,000 1,810,000

   短期借入金の返済による支出 △50,000 △2,060,000

   配当金の支払額 △11,088 △18,954

   株式の発行による収入 273,031 2,311,494

   新株予約権の行使による収入 2,500 12,519

   自己株式買取による支出 ― △199

   財務活動によるキャッシュ・フロー 264,442 2,054,860

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 513,813 602,390

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 406,680 920,494

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 920,494 1,522,884



④ 【利益処分計算書及び損失処理計算書】 

  

利益処分計算書 

 
  

損失処理計算書 

 
  

前事業年度
株主総会承認日 
(平成17年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 318,577

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 18,954

 ２ 役員賞与金 1,710

   (うち監査役賞与金) (―) 20,664

Ⅲ 次期繰越利益 297,913

当事業年度
株主総会承認日 
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処理損失 △ 821,039

Ⅱ 損失処理額

 １ 任意積立金取崩額

    別途積立金取崩額 250,000

 ２ 利益準備金取崩額 8,086

 ３ 資本準備金取崩額 570,000 828,086

Ⅲ 次期繰越利益 7,047



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

 移動平均法による原価法を採用し

ております。

(1) 子会社株式

同左

２ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただ
し、平成10年４月１日以降取得した
建物(建物付属設備は除く)について
は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとお
りであります。
建物 ３－15年
車両運搬具 ２－６年
工具器具備品 ３－８年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

 ソフトウェア(自社利用分)につい

ては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。

(2) 無形固定資産

 定額法を採用しております。

 なお、ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。

３ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費

 支出時に全額費用として処理して

おります。

(1) 新株発行費

同左

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

 従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見込額のうち当事業年度に

対応する金額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出に備え

て、役員退職慰労金規程に基づく期

末要支給額を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

同左

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限が到来

する短期的な投資からなっておりま

す。

同左

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左



会計処理方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

        ―――――――――― （固定資産の減損会計に係る会計基準）

当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準(「固
定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」)
(企業会計審議会 平成14年８月９日)及び「固定資産の
減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計適用指針第
６号 平成15年10月31日)を適用しております。これに
よる損益に与える影響はありません。



追加情報 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１．スプレッド方式による新株発行
平成16年12月1日に実施した有償一般募集による
新株式発行（1,000株）は、引受価額（282,000
円）で引受をおこない、当該引受価額とは異なる
発行価格（300,000円）で一般投資家に販売するス
プレッド方式によっております。スプレッド方式
では、発行価格の総額と引受価額の総額との差額
18,000千円が事実上の引受手数料であり、引受価
額と同一の発行価格で一般投資家に販売する従来
の方式であれば、新株発行費として処理されてい
たものであります。
このため、従来の方式によった場合と比較し
て、新株発行費の額及び、資本金と資本準備金の
合計額はそれぞれ18,000千円少なく計上されてお
ります。その結果、経常利益及び税引前当期純利
益は同額多く計上されております。

１．スプレッド方式による新株発行
平成18年１月25日に実施した有償一般募集によ
る新株式発行（4,000株）は、発行価額（580,580
円）で引受をおこない、当該発行価額とは異なる
発行価格（618,860円）で一般投資家に販売するス
プレッド方式によっております。スプレッド方式
では、発行価格の総額と発行価額の総額との差額
153,120千円が事実上の引受手数料であり、発行価
額と同一の発行価格で一般投資家に販売する従来
の方式であれば、新株発行費として処理されてい
たものであります。
このため、従来の方式によった場合と比較し
て、新株発行費の額及び、資本金と資本準備金の
合計額はそれぞれ153,120千円少なく計上されてお
ります。その結果、経常利益及び税引前当期純利
益は同額多く計上されております。

２．外形標準課税
法人事業税の付加価値割及び資本割について
は、実務対応報告第12号「法人事業税における外
形標準課税部分の損益計算書の表示についての実
務上の取扱い」（企業会計基準委員会（平成16年2
月13日））に基づき、「販売費及び一般管理費」
（11,308千円）に計上しております。

２．   ――――――――――――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

※１ 関係会社に対する事項は、次のとおりでありま

す。

買掛金 8,734千円

※１ 関係会社に対する事項は、次のとおりでありま

す。

買掛金 3,686千円

 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数    普通株式 32,000株

発行済株式総数  普通株式 14,580株

※３ ――――――――――

 ４ ――――――――――

 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数    普通株式 64,000株

発行済株式総数  普通株式 34,343.71株

※３ 自己株式

当社が保有する自己株式の数は、端株の買取分
のみで、普通株式0.57株であります。

４ 資本の欠損
資本の欠損の額は、571,239千円であります。



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費は、全て一般管理費に属す

る費用であります。主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

役員報酬 82,806千円

従業員給与 262,906千円

賞与引当金繰入額 14,400千円

賞与 37,927千円

役員退職慰労引当金繰入額 17,334千円

採用教育費 119,044千円

賃借料 55,819千円

法定福利費 37,283千円

減価償却費 9,844千円

※１ 販売費及び一般管理費は、全て一般管理費に属す

る費用であります。主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

役員報酬 87,450千円

従業員給与 391,970千円

賞与引当金繰入額 15,999千円

賞与 35,158千円

役員退職慰労引当金繰入額 17,840千円

採用教育費 173,151千円

賃借料 90,409千円

法定福利費 90,563千円

減価償却費 11,509千円

※２ 関係会社に対する事項は、次のとおりでありま

す。

外注費 107,898千円

※２ 関係会社に対する事項は、次のとおりでありま

す。

外注費 59,498千円

 

※３ ――――――――――

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 860千円

工具器具備品 2,050千円

ソフトウェア 1,950千円

合計 4,862千円

 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具 1,750千円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 5,105千円

工具器具備品 601千円

ソフトウェア 5,350千円

合計 11,057千円



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成17年３月31日現在)

現金及び預金勘定 920,494千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

－千円

現金及び現金同等物 920,494千円
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,522,884千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

－千円

現金及び現金同等物 1,522,884千円

 ２ ――――――――――

 

 

 ２ 重要な非資金取引の内容

当事業年度に合併した株式会社ラスコーポレーシ
ョンより引き継いだ資産及び負債の主な内訳は、次
のとおりであります。

流動資産 1,656,571千円

固定資産 228,116千円

資産合計 1,884,688千円

流動負債 1,267,250千円

固定負債 161,629千円

負債合計 1,428,879千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 該当事項はありません。

 当事業年度のリース取引の重要性が乏しいため、注記

を省略しております。

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

機械及び
装置 
(千円)

工具器具 
及び備品 
(千円)

合計

(千円)

取得価額
相当額

102,600 44,810 147,410

減価償却累計額
相当額

75,440 18,990 94,430

減損損失累計額
相当額

― ― ―

期末残高
相当額

27,159 25,819 52,979

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 29,752千円

１年超 25,833〃

 合計 55,585千円

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 2,733千円

リース資産減損勘定の 

取崩額
―〃  

減価償却費相当額 2,456〃

支払利息相当額 222〃

減損損失 ―〃

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

(減損損失について)

   リース資産に配分された減損損失はありません。



(有価証券関係) 

 前事業年度（平成17年３月31日）及び当事業年度（平成18年３月31日）において、子会社株式及び関連

会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当事業年度(自 平成17年4月1日  

 至 平成18年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

  

 
  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

 

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は中小企業退職金共済を利用しております。

当期の費用総額 230千円

  なお、来期より確定拠出型年金制度に移行するた

め、当期において中小企業退職金共済から退会してお

ります。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は当期より、確定拠出型年金制度を採用してお

ります。

  当期の確定拠出年金への掛け金支払額は5,392千円

であり、退職給付費用に計上しております。



(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 6,715千円

貸倒引当金 218千円

未払事業税 10,044千円

役員退職慰労金 35,052千円

繰延税金資産計 52,030千円

繰延税金負債 ―

繰延税金資産の純額 52,030千円

 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれています。

流動資産―繰延税金資産 16,977千円

固定資産―繰延税金資産 35,052千円

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 8,689千円

貸倒引当金 1,666千円

解約違約金 21,443千円

過年度未払給与 17,398千円

夏期賞与未払社会保険 1,006千円

身障者雇用未払費用 2,950千円

未払労働保険料 10,430千円

未払事業税 8,796千円

未払事業所税 7,505千円

役員退職慰労金 42,313千円

合併未払退職金 4,733千円

繰延税金資産計 126,935千円

繰延税金負債 ―

繰延税金資産の純額 126,935千円

 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれています。

流動資産―繰延税金資産 78,363千円

固定資産―繰延税金資産 48,571千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.2％

同族会社の留保金課税 2.3％

住民税均等割等 0.6％

その他 0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.7％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1％

被合併会社繰越欠損金 △10.7％

被合併会社過年度法人税等調整額 △7.2％

同族会社の留保金課税 4.2％

住民税均等割等 3.3％

情報通信機器等取得控除 △1.8％

その他 0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.2％

３ ジャスダック上場に伴なう増資により税制区分上大

会社となったことから、法人事業税に外形標準課税

が適用されることとなりました。これに伴い、繰延

税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率

は42.0%から40.7%に変更されましたが、その影響は

軽微であります。

３ ―――――――――――



(持分法損益等) 

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 子会社等 

  

 
(注) １ 上記取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

２ 当社外注費の支払については、市場価格を参考に決定しております。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 子会社等 

  

 
(注) １ 上記取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

２ 当社外注費の支払については、市場価格を参考に決定しております。 

  

属性 会社等の名称 住所
資本金
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 ㈱フロス
東京都 
港区

10,000
アウトソー
シング業

(所有)
直接100

兼任
役員２名

役務の提
供

外注費 107,898 買掛金 8,734

属性 会社等の名称 住所
資本金
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 ㈱フロス
東京都 
千代田
区

10,000
アウトソー
シング業

(所有)
直接100

兼任
役員２名

役務の提
供

外注費 59,498 買掛金 3,686



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 
１株当たり純資産額 70,064円35銭 １株当たり純資産額 55,749円24銭

 
１株当たり当期純利益金額 11,180円50銭 １株当たり当期純利益金額 4,427円49銭

 

 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額
9,681円62銭

当社は、平成16年７月30日付で株式１株につき５株の

株式分割を行っております。

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなっております。

１株当たり純資産額 44,216円51銭

１株当たり当期純利益金額 12,268円14銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、ストックオプション制度の導入に伴う新株予約

権の残高がありますが、当社株式は非上場であり、かつ

店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できま

せんので記載しておりません。

 

 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額
4,068円16銭

当社は、平成17年５月20日付で普通株式１株に対し普

通株式２株の割合で株式分割を行っております。

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなっております。

１株当たり純資産額 35,032円17銭

１株当たり当期純利益金額 5,590円25銭

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益金額
4,840円81銭

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(千円) 156,227 133,382

普通株主に帰属しない金額(千円) 1,710 ―

(うち利益処分による役員賞与金(千円)) (1,710) ( ―)

普通株式に係る当期純利益(千円) 154,517 133,382

普通株式の期中平均株式数(株) 13,820 30,125

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数（株） 2,139 2,660

 （うち新株引受権） 734 1,313

 （うち新株予約権） 1,404 1,347

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

―――――― ――――――



(重要な後発事象) 

  

 
  

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

平成17年２月７日開催の当社取締役会の決議に基づき、

次のように株式分割による新株式を発行しております。

１ 平成17年５月20日付で、次のとおり普通株式１株を

２株に分割をする。

(1) 分割により増加する株式数

普通株式     14,580株

(2) 分割方法

平成17年３月31日最終の株主名簿に記載又は記録

された株主の所有株式数１株につき２株の割合を

もって分割する。

――――――――――

２ 配当起算日

平成17年４月１日

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前事業年度における１株当たり情報及び当期首に行

われたと仮定した場合の当事業年度における１株当

たり情報は、それぞれ次のとおりとなります。

(1) 前事業年度

１株当たり純資産額    22,108円25銭

１株当たり当期純利益    6,134円07銭

(2) 当事業年度

１株当たり純資産額    35,032円17銭

１株当たり当期純利益    5,590円25銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益      4,840円81銭

なお、前事業年度における潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、新株予約権の残高はあり

ますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録も

していないため、期中平均株価が把握できませんの

で記載しておりません。



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １．当期増加額欄の( )内の金額は内書であり、株式会社ラスコーポレーションとの合併による引継ぎでありま

す。 

   ２．建物の主な増減 

     本社増床内装工事           9,566千円 

     合併に伴う引継資産          42,511千円 

     事務所移転に伴う除却          △269千円 

     本社改装に伴う除却         △5,834千円 

   ３．車両運搬具の主な増減 

     役員車買い換え            14,006千円   

     売却下取り             △10,885千円   

   ４．工具器具備品の主な増減 

     増床、改装関連             4,370千円   

     システム関連              1,773千円 

     合併に伴う引継資産          74,169千円 

     移転、改装に伴う除却         △3,933千円 

   ５．ソフトウェアの主な増減 

     合併に伴う引継資産         125,839千円 

     基幹システム関連           36,383千円 

     システム更新に伴う除却       △12,491千円 

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 9,250
52,077 
(42,511)

6,103 55,223 14,134 931 41,089

 車両運搬具 18,974 14,006 10,885 22,094 6,169 3,818 15,924

 工具器具備品 11,675
80,314 
(74,169)

3,933 88,056 64,362 2,143 23,694

有形固定資産計 39,900
146,398 
(116,681)

20,922 165,375 84,667 6,893 80,708

無形固定資産

 意匠権 ―
8,400
(8,400)

― 8,400 5,844 111 2,555

 ソフトウェア 7,552
162,222 
(125,839)

12,491 157,283 46,509 6,201 110,774

 電話加入権 981
6,449 
(6,449)

― 7,431 ― ― 7,431

 ソフトウェア仮勘定 14,670 19,521 34,191 ― ― ― ―

無形固定資産計 23,204
196,593 
(140,689)

46,682 173,114 52,353 6,312 120,760

長期前払費用 153
249 
(150)

172 230 ― ― 230



   ６．電話加入権の主な増加 

     合併に伴う引継資産          6,449千円 

   ７．ソフトウェア仮勘定の主な増減 

     新基幹システム構築関連        19,521千円 

     基幹システム稼働に伴う振替     △34,191千円 

   ８．意匠権の主な増加 

     合併に伴う引継資産           8,400千円 

  



【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

該当事項はありません。 

  



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １．当期末における自己株式数は、0.57株であります。 

   ２．資本金及び株式払込剰余金の増加の原因は、次のとおりであります。 

   (１) 新株予約権の行使 

平成17年６月  株式 180株   資本金 1,237千円   資本準備金 1,237千円 

平成18年２月  株式 620株   資本金 5,022千円   資本準備金 5,022千円 

   (２) 有償一般募集 

発行価格  618,860円    発行価額  580,580円 

株式  4,000株  資本金  1,161,160千円  資本準備金 1,161,160千円 

   ３．既発行株式の増加のうち14,580株は、平成17年５月20日付をもって１株につき２株の割合による株式の分割

を行ったことによるものです。 

   ４．既発行株式の増加のうち383.71株は、株式会社ラスコーポレーションとの合併による増加であります。 

   ５．資本準備金の減少の原因は、株式会社ラスコーポレーションとの合併差損であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(千円) 202,188 1,167,419 ― 1,369,607

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (14,580) (19,763.71) (―) (34,343.71)

普通株式 (千円) 202,188 1,167,419 ― 1,369,607

計 (株) (14,580) (19,763.71) (―) (34,343.71)

計 (千円) 202,188 1,167,419 ― 1,369,607

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

（資本準備金）

株式払込剰余金 (千円) 242,187 1,167,419 ― 1,409,606

合併差益 (千円) 500 ― ― 500

合併差損 (千円) ― △301,964 ― △301,964

計 (千円) 242,687 865,455 ― 1,108,141

利益準備金及び 
任意積立金

（利益準備金） (千円) 8,086 ― ― 8,086

（任意積立金） (千円)

別途積立金 (千円) 250,000 ― ― 250,000

計 (千円) 258,086 ― ― 258,086



【引当金明細表】 

  

 
(注) １．当期増加額の欄の( )内の金額は、内書にて示しており、株式会社ラスコーポレーションとの合併による増

加分であります。 

   ２．貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 536
38,307
(6,033)

― 536 38,307

賞与引当金 16,500
21,349
(2,224)

16,500 ― 21,349

役員退職慰労引当金 86,125 17,840 ― ― 103,965



【被合併会社財務諸表等】 

  

① 貸借対照表 

  

 
  

当事業年度
(平成18年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 645,806

 ２ 売掛金 925,771

 ３ 未収入金 642

 ４ 前払費用 13,300

 ５ 繰延税金資産 67,884

 ６ その他 6,867

   貸倒引当金 △ 3,701

   流動資産合計 1,656,571 87.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 42,511

    減価償却累計額 △13,635 28,875

  (2) 工具器具備品 74,169

    減価償却累計額 △57,839 16,330

   有形固定資産合計 45,205 2.4

 ２ 無形固定資産

  (1) 意匠権 2,666

  (2) ソフトウェア 80,345

  (3) 電話加入権 6,449

   無形固定資産合計 89,462 4.7

 ３ 投資その他の資産

  (1) 長期前払費用 150

  (2) 差入保証金 93,298

  (3) 破産債権、再生債権、更生債権、 
    その他これらに準ずる債権

2,284

   貸倒引当金 △2,284

   投資その他の資産合計 93,448 5.0

   固定資産合計 228,116 12.1

   資産合計 1,884,688 100.0



 
  

当事業年度
(平成18年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 420,113

 ２ 短期借入金 250,000

 ３ 未払金 356,221

 ４ 未払費用 7,570

 ５ 前受金 855

 ６ 未払消費税 67,760

 ７ 未払法人税等 16,191

 ８ 預り金 85,935

 ９ 賞与引当金 60,740

１０ その他 1,865

   流動負債合計 1,267,253 67.2

Ⅱ 固定負債

 １ 長期未払金 161,629

   固定負債合計 161,629 8.6

   負債合計 1,428,883 75.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 1,000,000

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 708,140

   資本剰余金合計 708,140

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処理損失 1,252,335

   利益剰余金合計 △1,252,335

   資本合計 455,805 24.2

   負債資本合計 1,884,688 100.0



② 損益計算書 

  

 
  

当事業年度

(自 平成17年３月１日

 至 平成18年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 7,084,232 100.0

Ⅱ 売上原価 5,337,457 75.3

   売上総利益 1,746,775 24.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,651,910 23.3

   営業利益 94,865 1.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 4

 ２ 手数料収入 393

 ３ 雑収入 2,982 3,380 0.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 2,494

 ２ その他 1,020 3,515 0.0

   経常利益 94,730 1.3

Ⅵ 特別利益

 １ 過年度償却済債権戻入 2,106 2,106 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 16,043

 ２ 投資有価証券評価損 2,000

 ３ 過年度未払給与 42,747

 ４ 解約違約金 ※３ 52,687

 ５ 事務所移転費用 11,888 125,366 1.8

   税引前当期純損失 △28,530 △0.4

   法人税、住民税及び事業税 2,622

   法人税等調整額 △36,970 △34,348 △0.5

   当期純利益 5,818 0.1

   前期繰越損失 1,258,153

   当期未処理損失 1,252,335



③ キャッシュ・フロー計算書 

  

 
  

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前当期純損失 △28,530

   減価償却費 31,178

   固定資産除却損 16,043

   投資有価証券評価損 2,000

   貸倒引当金の増減額 3,828

   賞与引当金の増減額 3,740

   受取利息 △4

   支払利息 2,494

   売上債権の増減額 △109,848

   仕入債務の増減額 29,810

   棚卸資産の増減額 2,785

   預り金の増減額 45,583

   未払金の増減額 10,969

   未払消費税の増減額 △70,489

   その他 53,121

    小計 △7,316

   利息の受取額 4

   利息の支払額 △2,494

   法人税等の支払額 △3,583

   営業活動によるキャッシュ・フロー △13,390

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △17,693

   無形固定資産の取得による支出 △69,580

   投資活動によるキャッシュ・フロー △87,273

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 250,000

   短期借入金の返済による支出 △150,000

   財務活動によるキャッシュ・フロー 100,000

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額 △663

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 646,470

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 645,806



重要な会計方針 

  

 
  

項目
当事業年度

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 (1) その他有価証券

 時価のない有価証券は移動平均法による原価法を採用し

ております。

２ 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

・建物・・・・・・・定額法 
 ・工具器具備品・・・定率法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３－15年
工具器具備品 ４－６年

(2) 無形固定資産

 定額法を採用しております。

 なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

(2) 賞与引当金

 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当

事業年度に対応する金額を計上しております。

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっています。

５ キャッシュ・フロー計算書における資

金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限が到来する短期的な投

資からなっております。

６ その他財務諸表作成のための重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。



【被合併会社注記事項】 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当事業年度
(平成18年２月28日)

※１ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数     普通株式 74,000株

発行済株式総数   普通株式 20,000株

 

 ２ 資本の欠損
 資本の欠損の額は、1,252,335千円であります。

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。これらの契

約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 800,000千円

借入実行残高 250,000千円

差引額 550,000千円
 

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は３％、一般管理費に属する費用のおおよその割合は97％でありま

す。主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当 594,373千円

採用教育費 164,183千円

地代家賃 135,911千円

準社員等給与・賞与 117,256千円

情報機器リース・償却費 107,435千円

賞与引当金繰入額 98,074千円

旅費交通費 83,378千円

減価償却費 7,370千円

貸倒引当金繰入額 3,828千円

※２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 13,841千円

工具器具備品 602千円

ソフトウェア 1,600千円

合計 16,043千円

※３ 棚卸事業新システム稼動により、旧システム利用料の契約期間分を計上しております。

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

 

※  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成18年２月28日現在)

現金及び預金勘定 645,806千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 645,806千円



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

 当事業年度（平成18年２月28日）において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当事業年度(自 平成17年３月1日 至 平成18年２月28日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

  

当事業年度(自 平成17年３月1日 至 平成18年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

機械及び
装置 
(千円)

工具器具
及び備品 
(千円)

合計

(千円)

取得価額相当額 102,600 52,981 155,581

減価償却累計額相当額 73,730 26,415 100,145

期末残高相当額 28,869 26,565 55,435

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 11,187千円

１年超 27,474〃

 合計 38,662千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 10,820千円

減価償却費相当額 27,780〃

支払利息相当額 2,551〃

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。



(税効果会計関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

当事業年度(自平成17年３月１日 至平成18年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度
(平成18年２月28日)

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 24,721千円

貸倒引当金 868千円

解約違約金 21,443千円

過年度未払給与 17,398千円

夏期賞与未払社会保険 3,081千円

未払事業税 6,589千円

未払事業所税 3,645千円

その他 4,706千円

繰越欠損金 21,465千円

繰延税金資産小計 103,919千円

評価性引当額 △36,035千円

繰延税金資産合計 67,884千円

繰延税金負債 ―

繰延税金資産の純額 67,884千円

 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれています。

流動資産―繰延税金資産 67,884千円

固定資産―繰延税金資産 ―

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 当事業年度は税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。



【関連当事者との取引】 

当事業年度(自 平成17年３月1日 至 平成18年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

 
１株当たり純資産額 22,790円20銭

 
１株当たり当期純利益金額 290円90銭

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎）

損益計算書上の当期純利益金額 5,818千円

普通株式に係る当期純利益金額 5,818千円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 20,000株

当事業年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

株式会社ピーアンドピーとの合併

当社は、平成18年１月26日開催の臨時株主総会において承認されました合併契約書に基づき、平成18年３月１

日を合併期日として、株式会社ピーアンドピーと合併し、存続会社である株式会社ピーアンドピーへ資産、負債

及び権利義務の一切を引き継ぎました。



【被合併会社附属明細表】 

  

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １．建物の主な増減 

     事務所移転に伴う内装工事         12,829千円 

     事務所移転に伴う除却          △27,317千円 

   ２．工具器具備品の主な増減 

     事務所設置に伴う器具及び備品        4,863千円   

     事務所移転に伴う除却           △14,633千円   

   ３．ソフトウェアの主な増減 

     棚卸新システム導入             65,080千円   

     システム更新に伴う除却          △1,600千円   

  

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 56,998 12,829 27,317 42,511 13,635 5,554 28,875

 工具器具備品 83,939 4,863 14,633 74,169 57,839 7,378 16,330

有形固定資産計 140,938 17,693 41,951 116,681 71,475 12,932 45,205

無形固定資産

 意匠権 8,400 ― ― 8,400 5,733 1,333 2,666

 ソフトウェア 62,358 65,080 1,600 125,839 45,493 11,568 80,345

 電話加入権 6,449 ― ― 6,449 ― ― 6,449

無形固定資産計 77,208 65,080 1,600 140,689 51,226 12,901 89,462

長期前払費用 27,375 4,500 9,775 22,100 21,950 5,343 150



【借入金等明細表】 

  

 
(注) 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

【資本金等明細表】 

  

 
  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分 前期末残高(千円) 当期末残高(千円) 平均利率(％) 返済期限

短期借入金 150,000 250,000 1.975 ―

合計 150,000 250,000 ― ―

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(千円) 1,000,000 ― ― 1,000,000

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (20,000) (―) (―) (20,000)

普通株式 (千円) 1,000,000 ― ― 1,000,000

計 (株) (20,000) (―) (―) (20,000)

計 (千円) 1,000,000 ― ― 1,000,000

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

（資本準備金）

株式払込剰余金 (千円) 708,140 ― ― 708,140

計 (千円) 708,140 ― ― 708,140

利益準備金及び 
任意積立金

（利益準備金） (千円) ― ― ― ―

（任意積立金） (千円) ― ― ― ―

計 (千円) ― ― ― ―

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 2,157 5,985 ― 2,157 5,985

賞与引当金 57,000 60,740 57,000 ― 60,740



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 受取手形 

イ 相手先別内訳 

 
  

ロ 期日別内訳 

 
  

区分 金額(千円)

現金 3,222

預金

当座預金 79,110

普通預金 1,067,772

郵便振替口座 161

定期預金 372,570

別段預金 47

計 1,519,662

合計 1,522,884

相手先 金額(千円)

株式会社味蔵 8,656

合計 8,656

期日 金額(千円)

平成18年４月満期 8,656

計 8,656



ｃ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

 
  

ロ 売掛金滞留状況 

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

② 固定資産 

ａ 差入保証金 

  

 
  

相手先 金額(千円)

株式会社ローソン 146,187

ＫＤＤＩ株式会社 132,664

株式会社三菱電機ライフネットワーク 55,497

株式会社エム・エス・コミュニケーションズ 54,014

株式会社ダイエー 50,168

その他 1,106,740

合計 1,545,274

期首残高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

当期末残高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ )÷{(Ａ )＋
(Ｂ)}×100

滞留期間(日) 
[{(Ａ)＋(Ｄ)}÷
２]÷{(B)÷365}

536,452 6,379,639 5,370,818 1,545,274 76.6 62.5

区分 金額(千円)

オリックス不動産投資 72,768

御幸ビルディング株式会社 56,493

明治安田生命保険相互会社他 26,641

ＢＭＳ株式会社 8,944

偕成ビルディング株式会社 8,727

その他 33,632

合計 207,208



③ 流動負債 

ａ 買掛金 

  

 
  

ｂ 未払金 

  

 
  

相手先 金額(千円)

スタッフ給与 761,811

東芝情報機器株式会社 3,724

株式会社フロス 3,686

株式会社エム・エス・コミュニケーションズ 3,675

株式会社エフエスピーシステム 3,097

その他 52,705

合計 828,700

区分 金額(千円)

株式会社ダイエー 150,000

株式会社富士ソフトディーアイエス 55,949

未払賞与 49,855

棚卸事業部給与差額 42,747

労働局労働保険徴収部 25,627

その他 153,065

合計 477,244



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注)１  当社は端株制度の適用を受けており、端株原簿の作成を行っております。なお、端株主の利益配当金および

中間配当金に関する基準日は上記のとおりであります。 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 営業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
  みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
  みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

端株の買取り

  取扱場所
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
  みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

  株主名簿管理人
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
  みずほ信託銀行株式会社

  取次所
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によ
って電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞社に掲載して行
う。なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のと
おりです。 
 http://www.pandp.net

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第18期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月30日関東財務局長に提

出。 

  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書(上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書)を平成17年７月11日関東財務局長に提出。 

訂正報告書(上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書)を平成17年12月20日関東財務局長に提出。 

  

(3) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づ

く臨時報告書を平成17年10月４日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２の規定に

基づく臨時報告書を平成18年１月６日関東財務局長に提出。 

  

(4) 半期報告書 

事業年度 第19期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月20日関東財務局長に

提出。 

  

(5) 半期報告書の訂正報告書 

訂正報告書(上記(4) 半期報告書の訂正報告書)を平成18年６月28日関東財務局長に提出。 

  

(6) 有価証券届出書及びその添付書類 

一般募集並びに引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロットメントによる売出しに伴う有価証

券届出書を平成18年１月６日関東財務局に提出 

  

(7) 有価証券届出書の訂正届出書 

訂正届出書（上記(6) 有価証券届出書の訂正届出書）を平成18年１月17日関東財務局に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

株式会社 ピーアンドピー 

取締役会 御中 

 

  
 

   

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ピーアンドピーの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第18期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ピーアンドピーの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年２月７日の取締役会決議に基づき、平成17年５

月20日付で、普通株式１株を２株に株式分割している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

平成17年６月29日

ＡＳＧ監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   本 田  親 彦

業務執行社員 公認会計士   鈴 木  教 夫

(※) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

株式会社 ピーアンドピー 

取締役会 御中 

 

  
 

   

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ピーアンドピーの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第19期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ピーアンドピーの平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

平成18年６月29日

太陽ＡＳＧ監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   本 田  親 彦

業務執行社員 公認会計士   鈴 木  教 夫

(※) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  

 

株式会社 ピーアンドピー 

取締役会 御中 

 

  
 

   

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ラスコーポレーションの平成17年3月1日から平成18年2月28日までの第27期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ラスコーポレーションの平成18年2月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年3月1日をもって株式会社ピーアンドピーと合併

した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

平成18年６月29日

太陽ＡＳＧ監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   本 田  親 彦

業務執行社員 公認会計士   鈴 木  教 夫

(※) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の推移
	(4)所有者別状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1)定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

	(2)資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の買受け等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③キャッシュ・フロー計算書
	④利益処分計算書及び損失処理計算書
	関連当事者との取引
	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表
	被合併会社財務諸表等
	被合併会社注記事項
	関連当事者との取引
	被合併会社附属明細表
	有価証券明細表
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他

	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/86
	pageform2: 2/86
	form1: EDINET提出書類  2006/06/29 提出
	form2: 株式会社ピーアンドピー(941723)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/86
	pageform4: 4/86
	pageform5: 5/86
	pageform6: 6/86
	pageform7: 7/86
	pageform8: 8/86
	pageform9: 9/86
	pageform10: 10/86
	pageform11: 11/86
	pageform12: 12/86
	pageform13: 13/86
	pageform14: 14/86
	pageform15: 15/86
	pageform16: 16/86
	pageform17: 17/86
	pageform18: 18/86
	pageform19: 19/86
	pageform20: 20/86
	pageform21: 21/86
	pageform22: 22/86
	pageform23: 23/86
	pageform24: 24/86
	pageform25: 25/86
	pageform26: 26/86
	pageform27: 27/86
	pageform28: 28/86
	pageform29: 29/86
	pageform30: 30/86
	pageform31: 31/86
	pageform32: 32/86
	pageform33: 33/86
	pageform34: 34/86
	pageform35: 35/86
	pageform36: 36/86
	pageform37: 37/86
	pageform38: 38/86
	pageform39: 39/86
	pageform40: 40/86
	pageform41: 41/86
	pageform42: 42/86
	pageform43: 43/86
	pageform44: 44/86
	pageform45: 45/86
	pageform46: 46/86
	pageform47: 47/86
	pageform48: 48/86
	pageform49: 49/86
	pageform50: 50/86
	pageform51: 51/86
	pageform52: 52/86
	pageform53: 53/86
	pageform54: 54/86
	pageform55: 55/86
	pageform56: 56/86
	pageform57: 57/86
	pageform58: 58/86
	pageform59: 59/86
	pageform60: 60/86
	pageform61: 61/86
	pageform62: 62/86
	pageform63: 63/86
	pageform64: 64/86
	pageform65: 65/86
	pageform66: 66/86
	pageform67: 67/86
	pageform68: 68/86
	pageform69: 69/86
	pageform70: 70/86
	pageform71: 71/86
	pageform72: 72/86
	pageform73: 73/86
	pageform74: 74/86
	pageform75: 75/86
	pageform76: 76/86
	pageform77: 77/86
	pageform78: 78/86
	pageform79: 79/86
	pageform80: 80/86
	pageform81: 81/86
	pageform82: 82/86
	pageform83: 83/86
	pageform84: 84/86
	pageform85: 85/86
	pageform86: 86/86


